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改正点
法改正に伴い、従業員への労働条件の明示義務にあたって明示すべき事項に追加があります。2024年4
月1日以降に締結・契約更新する労働者からこの改正の対象です！

対象 明示のタイミング 追加される明示義務事項

すべての労働者 労働契約の締結時と
有期労働契約の更新時

1. 就業場所・業務の変更の範囲

有期契約労働者 有期労働契約の締結時
と更新時

2. 更新上限の有無と内容（有期労働契約の通
算契約期間または更新回数の上限）＋
更新上限を新設・短縮しようとする場合、その理由
をあらかじめ説明すること

無期転換申込権が発生
する契約の更新時

3. 無期転換申込機会・
無期転換後の労働条件の明示
＋無期転換後の労働条件を決定するに当たり、他
の正社員等とのバランスを考慮した事項の説明に
努めること（＋以降は努力義務）

なお、労働条件明示とは別に、求人募集時等に求職者への労働条件明示にも①就業場所の変更の
範囲②従事すべき業務の変更の範囲 ③有期労働契約を更新する場合の基準（通算契約期間また

は更新回数の上限を含む）も追加されますので募集の際の求人票にも影響があります。
【改正職業安定法施行規則第4条の2第3項】
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1. 就業場所・業務の変更の範囲

まず就業場所・業務の範囲の変更の範囲について、どのように記載していくのかというと、就業場所・業務がど
の程度限定されるかにより記載が異なります。なお、すでに雇用されている労働者については改めてこの明
示を行う義務はありませんので既存従業員に巻きなおす必要はないです。（令和５年改正労働基準法施行規則等に係
る労働条件明示等に関するＱ＆Ａより）

1.就業場所・業務に限定がない場合

限定がない場合、下記の厚労省の例のように変更の範囲について「会社の定める場所」と記載することが認められていま
す。変更の範囲が定まっていない企業も多いかと考えますので、就業場所の記載としては「会社の定める場所」のように
記載、従事すべき業務については「会社の定める業務」とするとリスクがないと考えます！

弊社顧問先様の場合基
本的に就業場所・業務に
限定していないケースが
主流だと考えています！
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2.就業場所・業務に一部限定がある場合

職務限定社員、地域限定社員のように就業場所や業務の変更範囲が一定の範囲に限定されている場合は、その範
囲を明確にする必要があります。

1. 就業場所・業務の変更の範囲

これまでの雇用契約書等
を見て、職務や地域を一
部限定している従業員の
場合にはこちらの通り記
載していきましょう。
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3.就業場所・業務が完全に限定されている場合

1. 就業場所・業務の変更の範囲

雇い入れ直後の就業場所・業務から変更がない場合は、その旨を変更の範囲で明確にする必要があります。

これまでの雇用契約書等
を見て、職務や地域を完
全に限定している従業員
の場合にはこちらの通り記
載していきましょう。
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具体的には、下図のように就業の場所、従事すべき業務の内容の欄を①雇い入れ直後と②変更の範囲の
2つに分けて書き分けることになります。弊社ダウンロードサイト内にも対応済の労働条件通知書例を格納し
ております。

1. 更新就業場所・業務の変更の
範囲 ～労働条件通知書例～
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2. 更新上限の有無と内容

有期契約労働者について、有期労働契約の締結と契約更新の都度、更新上限（通算契約期間または
更新回数の上限）がある場合にはそれを明示する義務が始まります。

かつ、契約の途中で新たに更新上限を設けたり、更新年数を短縮しようとする場合にはあらかじめその理由
を労働者に説明する義務が始まります。

契約の途中で新たに更新上限を設けたり、更
新年数を短縮しようとする場合の説明にあたっ
ては、文書を交付して個々の有期契約労働
者ごとに面談等を行う方法のほか、一斉に資
料を交付したり、説明会を開催して一斉に説
明する・・・等であっても問題ありません。

説明義務を尽くしたという証拠を残す意味で
も文書等の記録の残る形で行うことがおすす
めです。
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2. 更新上限の有無と内容
～労働条件通知書例～

具体的には、下図のように「更新上限の有無（無・有（更新●回まで/通算契約期間●年まで））」と
追記することになります。弊社ダウンロードサイト内にも対応済の労働条件通知書例を格納しております。
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3. 無期転換後の労働条件の書面
明示

有期契約労働者について、①無期転換申込権が発生する契約更新のタイミングごと（つまり更新のたび
継続的に）と、②実際に無期転換申込権が行使され無期労働契約が成立する際に無期転換申込機会
と無期転換後の労働条件を書面明示する義務が始まります。

わかりにくいですが、7回目
以降の契約更新の際に
も継続的に無期転換申
込機会と無期転換後の
労働条件の双方を明示
する必要があります！
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3. 無期転換後の労働条件の書面
明示
～労働条件通知書例～
具体的には、下図のように「本契約期間中に会社に対して期間の定めのない労働契約（無期労働契
約）の締結の申込みをすることにより、本契約期間の末日の翌日から、無期労働契約での雇用に転換
することができる。この場合の本契約からの労働条件の変更の有無（ 無 ・ 有（別紙のとおり） ）」と
追記することになります。弊社ダウンロードサイト内にも対応済の労働条件通知書例を格納しております。
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3. 無期転換後の労働条件の書面
明示 具体的な書き方

無期転換後の労働条件については事項ごとに明
示する方法のほか、有期労働契約の労働条件と
無期転換後の労働条件との変更の有無、変更
がある場合はその内容を明示する方法でも差し
支えないとされています。
そのため、左図のように無期転換前からの変更を
示すような別紙を作るという対応が実務上煩雑に
ならないと考えています。
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3. 無期転換後の労働条件の書面明示
～無期転換後の労働条件設定の注意点～

無期転換にあたっての労働条件は従前の条件を引き継ぐ、ということが法律上も基本であり、無期転換にあ
たり時給をアップしたり・・・と好待遇への変更を行う義務はありません。一方で、無期契約になるにあたって要
注意な点は「定年の定め」の適用です。

有期雇用の時

そもそも定年という概念が有期
雇用にはなかった！

無期転換後

無期雇用であり、定年の概念が

あるため、労務リスク上当然に
定年を適用させるべき

11スライドの無期転換後の労働条件の明示でも、このように明示しつつ、就業規則も無期転換後の
方が定年を適用できるような形式に変更しておく必要があります。
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3. 無期転換後の労働条件の書面明示
～無期転換後の労働条件設定の注意点～
！就業規則の定年の部分を確認ください！

第●条（定年）
正社員の定年は満60歳とし、定年退職の日は定年年齢に到達した日（誕生日の前日）
の属する賃金の締切日とする。

第●条（定年）

従業員（正社員のほか、無期転換を経たパート等無期転換権を行使する前は有期雇用
であった者を含む）の定年は満60歳とし、定年退職の日は定年年齢に到達した日（誕生
日の前日）の属する賃金の締切日とする。

「従業員」を主語としている企業の場合、パート等も含む全雇用契約の方を指していること
が多く、その場合かっこ書きがなくとも無期転換の方にも適用できるように読ませる・・・といっ
たことも可能です。ただ今後はこのように明記しておくとトラブルとなりにくいのでお勧めです。
また、パート・契約社員用などの就業規則がある企業の場合、そもそもそちらの規程に
定年の定め自体の条文がないことが考えられるので、同様に定年の条文を追加する必

要があります！

正社員だけだと無期雇用
転換アルバイト等が対象に
ならないと考えられる。
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3. 無期転換後の労働条件の書面
明示
～均衡を考慮した事項の説明に努め
ること【努力義務】～

一旦は努力義務であり、責任の違い
や業務の難易度の違い等で説明して
いくことが一般的になると考えています。
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明示義務違反の罰則

これらの2024年4月～の労働条件の明示義務事項の追加について対応ができていない場合、労働基準

法120条1号に基づき30万円以下の罰金があります。

労基法15条違反

30万円以下の罰金（労基法120条）
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2024年4月に向けた企業として
必要な対応

改正点 企業必要アクション いつまでに

就業場所・業務の変更の範囲の明示義務 労働条件通知書兼雇用契約書
の改定

2024年3月末までに

更新上限の有無と内容（有期労働契約の通算
契約期間または更新回数の上限）の明示義務
＋
更新上限を新設（短縮）しようとする場合、その
理由をあらかじめ説明すること

労働条件通知書兼雇用契約書
の改定

【更新上限を新設する場合】
就業規則の改定

2024年3月末までに
※就業規則を改定する場合には余裕を
もって1月下旬ごろには変更手続きが完
了するのが望ましいです。更新上限をあ
らためて規程に明記する場合には経営
マターかつ不利益変更にもなりえるため
余裕をもった対応を行う必要があります。
（弊社で2018年以降就業規則を策
定している企業の場合には規程策定時
にこの有期雇用契約を5年を上限とす
るかの条文のご提案は規程案提示の
際に必ずしておりますが、その際に経営
判断で削除している企業もございま
す。）

無期転換申込機会・
無期転換後の労働条件の明示

・労働条件通知書兼雇用契約書
の改定
・無期転換後の別紙案策定
・定年の定めの見直しのために就
業規則の確認

2024年3月末までに
※就業規則を改定する場合には余裕を
もって1月下旬ごろには変更手続きが完
了するのが望ましいです。

2024年4月1日法改正に向けて企業が必要な対応は下記のとおりです。

顧問先ごとの実情に応じて12月以降（規程改定タイミングがある企業様はそれよりも前にご提案することが
あります）規程改定等は個別にフォローさせていただきます。
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2023年10月時点での政府発表資料に基づき策定しており、今後アップデートがある場合には適宜お知ら
せいたします。
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